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Ⅰ 問題意識
 デジタル化、人生100年時代といった変革の時代において、人的資本などの無形資産が競争力の源泉。
 こうした中、企業価値の向上、経営戦略の実現につながる人材戦略の策定・実行が重要に。
➡ 人的資本を持続的な企業価値向上につなげるべく、マネジメントの在り方などを抜本的に見直す必要。

But thisNot this

“ 人的資源・管理 ”
人的資源の管理。オペレーション志向。

「投資」ではなく「コスト」。

“ 人的資本・価値創造 ”
人的資本の活用・成長。クリエーション志向。

「投資」であり、効果を見える化。
人材マネジメントの目的

“ 内向き ”
雇用コミュニティの同質性が高く

人事は囲い込み型。

“積極的対話 ”
人材戦略は価値創造のストーリー。

投資家・従業員に、積極的に発信・対話。
ベクトル・方向性

“ 人事 ”
人事諸制度の運用・改善が目的。
経営戦略と連動していない。

“ 人材戦略 ”
持続的な企業価値の向上が目的。
経営戦略から落とし込んで策定。

アクション

“ 相互依存 ”
企業は囲い込み、個人も依存。

硬直的な文化になり、イノベーションが生まれにくい。

“ 個の自律・活性化 ”
互いに選び合い、共に成長。

多様な経験を取り込み、イノベーションにつなげる。
個と組織の関係性

“ 人事部 ”
人材関係は人事部門任せ。

経営戦略との紐づけは意識されず。

“ 経営陣 (5C) / 取締役会 ”
経営陣(5C：CEO,CSO,CHRO,CFO,CDO)のイニシアチブで

経営戦略と紐づけ。取締役会がモニタリング。
イニシアチブ

“ メンバーシップ型の固持 ”
職務が無限定で、｢人に仕事をつける」。

終身雇用や年功序列によりクローズドなコミュニティに。

“ ジョブ型の推進 ”
職務内容を特定し、｢仕事に人をつける｣。

専門性を土台にした多様でオープンなコミュニティに。
雇用コミュニティ
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（参考）求められる雇用コミュニティの在り方の変化（イメージ）

従来の日本型雇用コミュニティ これから求められる雇用コミュニティ

同質性/モノカルチャー
メンバーシップ型

メンバーが替わらないクローズドなコミュニティ
• 事業環境の予見性が高く、安定性が重要
• 新卒一括採用が基軸。 内部公平性重視
• 企業主導のキャリア形成

多様性/「知・経験」のダイバーシティ
メンバーシップ型とジョブ型のハイブリッド

メンバーの出入りがあるオープンなコミュニティ
• 変革の時代。変化への対応、イノベーションが重要
• 新卒、中途/再入社、リスキル・再配置。外部競争力重視
• 個人の自律的なキャリア形成
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Ⅱ 経営陣、取締役会、投資家の役割・アクション
 人材戦略は、人事部マターではなく経営マター。このため、経営陣・取締役会のコミットが変革のカギ。
 人材戦略は価値創造に向けた戦略であることから、人材戦略に関する企業-投資家間の対話の強化も必要。

①人材戦略に関する取締役会の
役割明確化

②人材戦略に関する監督・モニタリング
1）CxOサクセッション、経営戦略に不可欠な
人材パイプラインの監督・モニタリング

2）人材戦略の承認、適切な実行の監督・
モニタリング

3）人材戦略の実行プロセスで醸成される
企業文化の監督・モニタリング

取締役会 ①企業理念、企業の存在意義（パーパス）や
経営戦略の明確化

②経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行
1）経営戦略上重要な人材アジェンダの特定、アジェンダごと
の定量的なKPIの設定（経営戦略・人材戦略の連動）

2）As is-To beギャップの定量把握（ギャップの定量把握）
3）ギャップを埋め、企業価値向上につながる人材戦略の
策定・実行、実行プロセスを通じた企業文化への定着

③CHROの設置・選任、経営トップ5C（※）
の密接な連携（※）CEO,CSO,CHRO,CFO,CDO

④従業員・投資家への積極的な発信・対話

経営陣

①中長期的視点からの建設的対話

②企業価値向上につながる人材戦
略の「見える化」を踏まえた対話、
投資先の選定
1）企業理念、存在意義（パーパス）の社員へ
の浸透

2）人材戦略と経営戦略や新たなビジネスモデ
ルとの整合性

3）人材戦略を通じた企業価値の創造

投資家

経営陣/取締役会/投資家の行動変容の後押し

政府
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（参考）人材戦略に関するステークホルダーの協創（イメージ）

持続的な企業価値向上の実現

個人の自律的成長・活躍 / 変化に対応する経営の実現

人材戦略の承認、実行の監督
人材に関する活発な議論

取締役会

人材戦略の策定・実行
社内外への発信・対話

経営陣

企業の人材戦略を踏まえた
自律的なキャリアの選択
（キャリア・オーナーシップ）

従業員/労働市場

人材戦略を考慮した
投資先の選定・対話

投資家/資本市場

報告監督

相互に選び合い
成長を共に実現

対話を通じた
モニタリング/選別



人事施策
（兼業・副業、テレワーク、HRテックの活用など）

人事施策
（採用、評価・報酬、教育投資など）

（共通要素）
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Ⅲ 人材戦略に求められる視点

要素① 動的な人材ポートフォリオ

要素⑤ 時間や場所にとらわれない働き方

〔視点2〕
As is-To beギャップの定量把握

〔視点1〕
経営戦略と人材戦略の連動

人材戦略の実行プロセスを
通じた企業文化の醸成

〔視点3〕
企業文化への定着

個人・組織の活性化

要素② 知・経験のD＆I
要素③ リスキル・学び直し
要素④ 従業員エンゲージメント

ビジネスモデル、
経営戦略

多様な個人
• 人生100年時代も見据え
た自律的なキャリア形成

• 個人の意欲・モチベーション
の多様化

組織
• 現在の経営戦略の実現
• 新たなビジネスモデルへの
対応

人材戦略

価値観の
多様化

人生100年
時代の到来

市場環境の
構造変化

デジタル化の
進展

中途採用、出戻り
兼業・副業人材の受入

専門人材の採用
M＆A

転職・独立
キャリアチェンジ

リカレント・学び直し
兼業・副業、育成出向

合併・買収
（M＆A）

事業ポートフォリオの見直し
スピンオフ
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Ⅳ 研究会の議論を踏まえた今後のアクション（案）
 本研究会で議論してきた内容について、報告書のとりまとめに加え、変革に向けた取組をさらに促進・深化させ
る観点から、以下のような取組を進めてはどうか。

（１）人材戦略の変革に向けた機運醸成（国内外）
 人材戦略の変革の必要性について、国内外のプレイヤーを巻き込みながら発信を行い、
企業の変革に向けた機運を醸成してはどうか。

（２）人材戦略に関する取締役会の役割の明確化
 企業価値向上における人材戦略の重要性を踏まえ、取締役会において人材戦略の
策定・実行について適切に監督すべきである旨を広く明確化してはどうか。

（３）人材戦略に関する企業と投資家の対話の促進
 人材戦略に関する企業の発信、企業－投資家間の対話を促進する観点から、企業
が人材戦略について発信する際のフレームワークの整理、企業トップと機関投資家によ
る人材戦略に関する対話の場の構築を行ってはどうか。

（４）先進的な取組を行う企業のインセンティブ設計
 企業の人材戦略の変革を促進させる観点から、人材戦略に関して先進的な取組を
行う企業の選定などを行い、資本市場・労働市場に対して発信してはどうか。
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